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Management Rationalization and ‘Job Organization’s Reform’: 




Assistant Professor of Japanese Economy 





  We need to focus on the first half of 1950s of the period of ‘job organization’s reform’ as a 
preparatory period for high speed growth in Japan.  Previous studies focused on technological 
innovation during the second half of 1950s as a main factor of high speed growth.  The ‘job 
organization’s reform’ is crucial factor for realizing a management rationalization. 
  After WWII in Japan, the most important ‘job organization’s reform’ happened in the first half 
of 1950s.  Through a case of the Showadenko Company, which is representative chemical fertilizer 
company in Japan, the job organization’s reform made a starting point to establish Japanese personnel 
system called ‘Shokunoshikaku system.’    This argument is different from previous studies’ argument as 
like Ishida Mitsuo.  He argued that the job organization’s reform in 1950s limited work’s range, so the 
new job organization did not fit the Japanese personnel system, which is making one’s best, even though 
they sought to try their best. 
  The ‘job organization’s reform’ in the first half of 1950s at Showadenko limited work’s range, 
but the ratio of wage part(Shokumukyu) made by reform was 20% of total wage.  Furthermore, the 
manager made a complementary system, which distributes workers from surplus workforce part to 
shortage workforce part, called Oen.    This flexible job distribution system Oen, which operated before 
WWII as like representative iron and steel manufacturing company the Yahata Iron and Steel 
Manufacturing Company, complemented the rigid new job organization.  Therefore, we need to 
recognize the job organization’s reform in the first half of 1950s related to another complementary 
system and it did not change all of Japanese traditional job organization. 企業合理化と職制改正   JWS3 
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1  通産省企業局編[1952] 『企業合理化の諸問題  附、 企業合理化促進法の解説』 産業科学協会、
244-58 頁。 




して次のような研究が参考になった。鈴木良始[1994]は、50 年代における「職務給の追求」を企業合理化と職制改正   JWS4 














  したがって本稿においては、 1950 年代における職制改正を安定的な日本的人事制度成立の歴
史的前提として分析する。それと同時に、40 年代後半に行われた雇用調整と企業合理化の推進
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I  経営組織の再編 
 
 １ ． 1949 年の人員整理と残された課題 
 




それ以降なお同社は、1950 年 4 月、51 年 4 月、54 年 7 月において資産再評価を行い、それぞ








                                                       
9  詳細は、宣在源[2004]を参照されたい。 
10  『昭和電工五十年史』 、125 頁。 
11  『昭和電工五十年史』 、258 頁。 企業合理化と職制改正   JWS6 
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表１  昭和電工の戦後略年表(1945－62) 
年月 内容
1945. 9 終戦による人員整理
  46. 6 「昭和電工労働組合連合会」の結成
      7 労使間で最初の労働協約を締結
      8 特別経理会社指定
      9 川崎工場復旧(硫安年産12万5千t)
  47. 7 「秩序ある月給制」(社工員差別撤廃・全員月給制)・職階制度･資格制度・新就業規則実
施、退職金規程確定
  48. 2 過度経済力集中排除法指定
      6 昭和電工労働組合連合会、戦後最初の24時間ストライキ
      7 川崎工場労働組合連合会から脱退
  49. 4 過度経済力集中排除法指定解除
     10 企業再建整備計画認可、特別経理会社指定解除、新旧勘定合併
     11 人員整理反対ストライキ(16,038名中、2,920名整理)
  50. 職務調査始まる(労働科学研究所の協力を得て51年まで)
     11 レッドパージ通告
  51. 5 横浜工場労働組合が連合会から脱退し川崎工場労働組合と「昭和電工京浜地区労働組合連合
会」を結成
  52. 1 「職制規程」制定
      6 労働協約締結(連合会と京浜地区、平和義務条項挿入、51年8月より無協約状態)
     12 「昭和電工労働組合連合会」再結成(元連合会と京浜地区労働組合連合会)
  53. 3 川崎工場労働組合の生産手当問題で無期限スト、会社の全面ロックアウト
      3 会社、「職務給制度」提示。以降、労使間賃金体系交渉始まる。
  54. 4 会社、「定期昇給案」提案
      6 交渉の末、｢職階職務給制度」を含む労働協約締結
  56. 4 職制規程、第1次改正
  57. 8 昭和電工労働組合連合会、単一組織の｢昭和電工労働組合｣となる
  62. 8 職制規程、第5次改正
出所:昭和電工株式会社『昭和電工五十年史』、昭和電工川崎工場労働組合『組合五年史』およ






る 8－12 級の割合が 79.8％(10,645 名)から 77.8％(8,518 名)へと下がった反面、中級である 4－7
級の割合は17.8％(2,369名)から19.4％(2,125名)へ、 そして上級である1－3級の割合は2.4％(326
名)から 2.8％(312 名)へと上昇した(図 2)。また年齢別人員構成の変化を見ても、低年齢層であ
る 24 歳以下の割合は 10％以上減少した反面、25－29 才、30－39 才、40 才以上の年齢層はそれ
ぞれその割合を伸ばしている(図 3)。 
 
                                                       
12  級の区分は、1947 年より施行された資格制度によるものである。 企業合理化と職制改正   JWS7 









































































































営側からすると負担にならざるを得なかった。さらに当時の状況は、生活保障を軸としたいわ企業合理化と職制改正   JWS8 

































  ２．経営組織再編の経過 
 
  昭和電工は、 終戦直後から組織改編に努めていた
13。 すなわち同社は、 終戦直後本社に肥料、
金属、薬品、石炭 4 事業本部を設け、各事業本部が直接所属部門工場を統括する部門別独立採




は、 第一に、 ｢事業本部毎に速かに自主的経理体制を整えると共に予算統制を確立｣し、 第二に、
「各種事業の採算確保を図るため設備の補修整備、技術の向上に努め、又必要に応じ事業の伸
                                                       
13  『昭和電工五十年史』132 頁。以下同様。 
14  昭和電工川崎工場労働組合[1952]『組合五年史』 、72-4 頁。 企業合理化と職制改正   JWS9 




15 ( 図 4)。 


























経理部 人事部 総務部 企画部 第一営業部 工営部 電気部 薬品部 金属部 肥料部 購買部 第二営業部
川崎工場 鹿瀬工場 富山工場 塩尻工場 秩父工場 大町工場 喜多方工場 館山工場 横浜工場 広田工場 中央研究所 大阪営業所
重役 重役 重役 重役 重役 重役 重役 重役 重役
 
 





                                                       
15  ただし同社は、1967 年には石油化学・肥料薬品･軽金属・熔業部門で構成される事業部制へ
と戻ったのである(『昭和電工五十年史』198-9、232 頁、昭和電工株式会社[1962]『事業部制に
ついて』)。 
16  『昭和電工五十年史』 、132 頁。 企業合理化と職制改正   JWS10 
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II  職制改正と新しい賃金体系 
 
  １．職制規程の制定とその意味 
 








  このような問題点を改善するために同社は、第一に、 「職務の標準化」 、第二に、 「職務権限規
程の作成と業務分掌の具体的細目の明示」 、第三に、 「採用配置転換基準、考課制度、教育訓練















                                                       
17  昭和電工株式会社[1950]『昭和 25 年の当社現況分析と現段階に於ける問題点』 。以下同様。  
18  昭和電工株式会社[1956]『職制規程解説』 、7-8 頁。 
19  『昭和電工五十年史』 、133 頁、 『職制規程解説』 、13 頁。 
20  『昭和電工五十年史』 、133-4 頁。 
21  昭和電工川崎工場労働組合[1952]『組合五年史』 、186 頁。 企業合理化と職制改正   JWS11 
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  一方、昭和電工における従来の賃金体系は、 「能力給」の割合が一番高く、その次は「地域手
当」




賃金を加算した。 また年齢に応じた賃金を加算する項目もあったが、 その割合は 1952 年現在と
比べて 62 年においては低くなった。 
 
                                                       
22  『組合十年史』 、167 頁  。 
23  地域手当は、地方に比べて都市における生活費が高くつくという発想から支払われた手当
であった。昭和電工の場合は、川崎工場と横浜工場における労働者に他工場より多く支給され
た(『組合十年史』 、121 頁)  。 
24  昭和電工株式会社『従業員就業規則』 、1952 年版および 1962 年版。 
25  6 ヶ月間の試用期間を経た庸員の中から、 一定の条件を満たされた人を正規社員にさせるこ
とである(『職制規程解説』 、196 頁)。 企業合理化と職制改正   JWS12 
CIRJE   8/4/2008 
表２  賃金体系交渉の展開(川崎工場、1953-54 年) 
能力給 4,433 27.7 能力給 5,123 本人給 5,874 能力給 5,874 能力給 6,405 能力給 5,874 能力給 6,205 32.3
年齢給 2,597 16.2 年齢給 3,347 基本給 3,922 職務給 3,922 職務給 2,009 職務給 3,922 職務給 4,114 21.4
勤続給 453 2.8 勤続給 485 勤続給 562 本人手当 1,314 本人給 3,858 本人手当 1,410 本人手当 1,935 10.1
家族手当 1,928 12.0 家族手当 2,087 家族手当 2,391 家族手当 2,391 家族手当 2,891 家族手当 2,649 家族手当 2,766 14.4
役付手当 209 1.3 役付手当 *
精勤手当 1,552 9.7 精勤手当 1,793 精勤手当 1,959 精勤手当 1,469 精勤手当 1,281 精勤手当 1,469 精勤手当 1,548 8.1
地域手当 3,124 19.5 地域手当 3,666 地域手当 969 地域手当 983 地域手当 1,083 地域手当 1,021 地域手当 1,085 5.6
僻地手当 1 0.0 僻地手当 1 保証手当 26 僻地手当 16 保証手当 52
転別手当 4 0.0 転別手当 4 転別手当 4 転別手当 6 0.0
臨時手当 344 2.1 臨時手当 626 臨時手当 688 スライド 492
特作手取 392 2.4 職制手当 4
地方税 456 2.8 地方税 456 地方税 456 地方税 456 地方税 532 2.8
臨時手当 517 3.2 臨時手当 720 臨時手当 781 臨時手当 968 臨時手当 1,031 5.4
計 16,010 100.0 計 17,484 計 17,908 計 18,317 計 19,222 100.0
妥結案(54年6月) 会社4次(9月10日) 労組1次(53年3月) 従来 会社2次(4月) 会社3次(8月26日) 労組2次(8月28日)
出所: 昭和電工川崎工場労働組合[1956]『組合十年史』、163-82 頁。 
注: 1)*は係長 250 円、主任 150 円、組長 150 円、班長 100 円。 
2)会社 2 次案の地域手当に僻地手当含む。 
3)労組 1 次・2 次の計が空欄なのは不明な項目があったため。   
 






基本給を新設し、 生活給の性格が強い地域手当を大幅に減額した。 一方、 4 ヵ月後の会社案は、
組合側の要求を反映し年齢と勤続を基準として支給される「本人手当」を増額したものの、能
力給や職務給の額は変更しなかった。その直後 8 月 28 日の組合案は、依然として本人給、家族
手当、能力給の割合が高いものの、職務給項目を初めて繰り入れた。その二週間後会社は、能
力給や職務給の額を変動させず新しい賃金体系を堅持したものの、本人手当や家族手当を増額
することで組合側の要求を一部受け入れた。 最終的には翌年 54 年 6 月に労働協約を締結するこ
とで「職務給」を繰り入れた新しい賃金体系の実施が決まったのである。妥結案における各項
目別賃金の割合は、景気変動による生活費不足を補填するスライド項目が本人手当に加算され
たこと以外は 53 年 9 月の会社案と同様であった。 ただし本人手当支払いの基準が、 組合第二次
案における年齢と勤続から妥結案において「勤続」へと変更されたことは注目に値する。 
  したがって以上の交渉を通じて成立された昭和電工の新しい賃金体系は、本人手当や家族手
                                                       
26  賃金体系交渉に関しては、主に『組合十年史』 、163-82 頁を参照している  。 企業合理化と職制改正   JWS13 
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も生活給の性格を強く有していることが注目に値する。一方、本人手当も、妥結案どおりに実企業合理化と職制改正   JWS14 
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施されむしろ 50 年代後半以降にはその割合を高めている。 




III  職制改正と「柔軟さ」の継承 
 
















他方、 臨時従業員および嘱託の採用人員数を決める権限は、 それぞれ社長や人事部長にあった。 
 
                                                       
27  『昭和電工五十年史』 、137-45 頁。 企業合理化と職制改正   JWS15 
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表３  人事権限の関係 













採用人員 社社重重重重社 社 部 部
採用 社社部課 事 長 事 課 課 事 課 社課 事 課
解雇 社社部課 事 長 事 課 課 事 課 社課 事 課
登用 社社部課 事 長 事 課
配置 社社部課 事 長 事 課
任免 社重部 事 長
転勤 社重部課部課
昇給 社重部課 事 長 事 課
賞与 社重部課 事 長 事 課
表彰 社重重重 事 長 事 長
懲戒 社重重重 事 長 事 長
休職 社重部課 事 長 事 課
復職 社重部課 事 長 事 課
退職 社重部課 事 長 事 課
出向 社社部部部部
転籍 重部課 事 長 事 課


















                                                       
28  『職制規程解説』 、157 頁。 企業合理化と職制改正   JWS16 
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は各部門間の応援は生産実績に本当に影響を与えたのだろうか。 1952 年 4 月から 54 年 6 月に
おける各部門別受入れ総応援実働数は、カーバイト生産部門 11,181 日で、石灰窒素生産部門







                                                       
29  『職制規程解説』 、159 頁。 
30  このような部を超えた応援は、｢転傭｣という名で 1932 年八幡製鉄所においてもすでに行わ
れていた(森建資[2005]、105-6 頁)。 
 企業合理化と職制改正   JWS17 





図７  昭和電工鹿瀬工場における各部門総受入れ実働日数 
 
出所：昭和電工株式会社鹿瀬工場『操業概況書』 、 『工場概況書』 、 『操業年報』 。 
注  ：各部門総受入れ応援実働数は右軸。 
 
図８  昭和電工鹿瀬工場カーバイト生産部門における月別受入れ応援実働日数と生産実績 
 
出所：昭和電工株式会社鹿瀬工場『操業概況書』 、 『工場概況書』 、 『操業年報』 。 
注  ：カーバイト部門月別受入れ応援実働日数は右軸。 企業合理化と職制改正   JWS18 
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  ２．柔軟な採用：中途採用 
 
  昭和電工においては柔軟な作業形態だけではなく、採用についても柔軟さを支える実質的な
制度を備えていた。引用が長くなるが、会社は、 「中途採用」について次のように述べている。  
「よく『組長の採用(原文は傍点)ということは現実的にありえない』という声をきくが、これは、 『組
長として予定している人を採用する』ことであるから、 『管理職員の配置』などの場合と同様、実際













IV  労働生産性の向上 
 
  1950年代の企業合理化時代における昭和電工も例外ではなく、 その成果を挙げていた(図9)。
大規模の人員整理が行われた 1949 年以降の全工場と主力工場である川崎工場における人員の
変動はあまりなく安定的であった。一方、51 年や大争議が起こった 53 年には前年度と比べて
川崎工場における硫安の生産量が減少したものの、55 年まで増加の傾向であった。その結果、
年延人員が確認できる川崎工場と売上高を分母にした全工場の 1950 年代前半までにおける労
働生産性は上昇の傾向であった。 とりわけ職制改正が行われ組織の不安定が予想される 54 年－
55 年においても労働生産性が向上し、全工場における労働生産性は 50 年代後半以降でも上昇
                                                       
31  『職制規程解説』 、196-7 頁。 企業合理化と職制改正   JWS19 
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  従来の研究は、 高度成長期を準備した 1950 年代各企業における職制改正に関して十分な評価
を与えて来なかった。本稿において民間企業としては比較的に先端的に職制改正を進めた昭和
電工の事例を調べた結果、つぎのような結論を導きすることができた。 







  第三に、職制改正の方向を決められる賃金体系は、年齢を基準にした生活給的な従来のもの企業合理化と職制改正   JWS20 
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